
注記事項

(貸借対照表関係)

　
第85期

(平成17年３月31日)
第86期

(平成18年３月31日)

※１　このうち

預金 392,760千円 　

　 　 　

有価証券・
投資有価証券

24,240千円(帳簿価額)

建物 142,665千円(　 〃 　)

土地 573,132千円(　 〃 　)

計 1,132,798千円(　 〃 　)

　　　は、短期借入金375,000千円、一年内に返済すべき

長期借入金301,608千円及び長期借入金471,156千

円の担保に供しております。

※１　このうち

預金 412,309千円 　

　 　 　

有価証券・
投資有価証券

―      　

建物 134,985千円(帳簿価額)

土地 573,132千円(　 〃 　)

計 1,120,427千円(　 〃 　)

　　　は、短期借入金350,000千円、一年内に返済すべき

長期借入金312,180千円及び長期借入金493,660千

円の担保に供しております。

　 　

※２　貸倒懸念債権及び破産更生債権については財務内

容評価法によって、貸倒引当金として表示してお

ります。

※２　貸倒懸念債権及び破産更生債権については財務内

容評価法によって、貸倒引当金として表示してお

ります。

　 　

※３　会社が発行する株式の総数

普通株式 150,000,000株

　　　発行済株式総数

普通株式 44,102,586株

※３　会社が発行する株式の総数

普通株式 150,000,000株

　　　発行済株式総数

普通株式 52,243,375株

※４　(自己株式の保有数)

普通株式 27,582株

※４　(自己株式の保有数)

普通株式 70,065株

　 　

　５　保証債務に係る注記

　　   他社の金融機関からの借入金に対して次のとおり

保証を行っております。

阪神コンテナ・ビジネス㈱ 46,010千円

　５　保証債務に係る注記

　　

              ― 　

　

※６　受取手形割引高 31,031千円

　

※６　受取手形割引高　　―　 　

　 　

　７　(資本の欠損)

　　　資本の欠損は、176,546千円であります。

　７　(資本の欠損)      ―

　　　              

　 　

　８　(配当制限)

　　　有価証券の時価評価により、純資産額が60,605千

円増加しております。

　　　なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の規

定により、配当に充当することが制限されており

ます。

　８　(配当制限)

　　　有価証券の時価評価により、純資産額が100,733千

円増加しております。

　　　なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の規

定により、配当に充当することが制限されており

ます。

　

　

　（損益計算書関係）

　　　　記載事項はありません。
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

　
第85期

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

第86期
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,414,744千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △192,558 〃

現金及び現金同等物 1,222,185 〃
　 　

１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,629,682千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △173,667 〃

現金及び現金同等物 1,456,014 〃
　 　

　

　

リース取引関係

　
第85期

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

第86期
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　
工具器具備品

(千円)

取得価額相当額 20,103

減価償却累計額
相当額

9,551

期末残高相当額 10,552

　　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　
工具器具備品

(千円)

取得価額相当額 20,103

減価償却累計額
相当額

12,915

期末残高相当額 7,188

同左

　 　

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 3,363千円

１年超 7,188千円

合計 10,552千円

　　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 6,528千円

１年超 660千円

合計 7,188千円

同左

　 　

③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 9,988千円

減価償却費相当額 9,988千円

③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 3,363千円

減価償却費相当額 3,363千円

　 　

④　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

同左
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有価証券関係

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

区分

第85期
(平成17年３月31日)

第86期
(平成18年３月31日)

取得原価
(千円)

貸借対照表
計上額
(千円)

差額
(千円)

取得原価
(千円)

貸借対照表
計上額
(千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

　 　 　 　 　 　

①　株式 413,740 522,889 109,149 457,941 615,066 157,125

②　債券 ― ― ― ― ― ―

③　その他 23,000 25,447 2,447 24,000 38,734 14,734

小計 436,740 548,337 111,596 481,941 653,801 171,859

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

　 　 　 　 　 　

①　株式 101,671 92,905 △8,765 291,479 266,133 △25,346

②　債券 10,494 10,494 ― 10,494 10,494 ―

③　その他 1,000 890 △109 ― ― ―

小計 113,166 104,290 △8,875 301,974 276,628 △25,346

合計 549,906 652,627 102,721 783,916 930,430 146,513

　

２　当該事業年度中に売却したその他有価証券

　

区分
第85期

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

第86期
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

売却額 (千円) 157,704 607,933

売却益の合計額 (千円) 34,818 219,185

売却損の合計額 (千円) ― ―

　

３　時価評価されていない有価証券

その他有価証券

　

区分

第85期
(平成17年３月31日)

第86期
(平成18年３月31日)

貸借対照表計上額(千円) 貸借対照表計上額(千円)

非上場株式
(店頭売買株式を除く)

62,406 63,906
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デリバティブ取引関係

　
第85期

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

第86期
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

当社は、デリバティブ取引を全く利用おりませんので、

該当事項はありません。

同左

　

　

　

　

　

持分法投資損益

　
第85期

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

第86期
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　　　　　　　該当事項はありません。 　　　　　　　　　　　同左

　

　

　

　

　

関連当事者との取引

　
第85期

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

第86期
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　　　　　　　該当事項はありません。 　　　　　　　　　　　同左
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税効果会計関係

　
第85期

(平成17年３月31日)
第86期

(平成18年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

賞与引当金 13,743千円

未払事業税 3,133 〃

未払事業所税 324 〃

　　繰延税金資産(流動)計 17,200 〃

出資金 7,126 〃

退職給付引当金 4,984 〃

投資有価証券 △4,195 〃

貸倒引当金 89,124 〃

　 　

繰越欠損金 10,880 〃

評価性引当金 △84,929 〃

　　繰延税金資産(固定)計 22,990 〃

その他有価証券評価差額金 42,114 〃

　　繰延税金負債(固定)合計 42,114 〃

　　繰延税金負債(固定)の純額 19,124 〃
　 　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

賞与引当金 15,924千円

未払事業税 10,471〃

未払事業所税 324〃

　　繰延税金資産(流動)計 26,719〃

出資金 7,126〃

退職給付引当金 10,969〃

投資有価証券 1,025〃

貸倒引当金 94,067〃

　 　

　 　

評価性引当金 △65,452〃

　　繰延税金資産(固定)計 47,735〃

その他有価証券評価差額金 70,000〃

　　繰延税金負債(固定)合計 70,000〃

　　繰延税金負債(固定)の純額 22,264〃
　 　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 41.0％

(調整) 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 8.9％

受取配当金等永久に益金に算入されない
項目

△1.3％

住民税均等割 2.3％

繰延税金資産に対する評価性引当金 △45.9％

その他 3.6％

　税効果会計適用後の法人税等の負担率 8.6％
　 　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 41.0％

(調整) 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.7％

受取配当金等永久に益金に算入されない
項目

△0.1％

住民税均等割 2.4％

繰延税金資産に対する評価性引当金 △11.1％

その他 1.1％

　税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.0％
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退職給付関係

　
第85期

(平成17年３月31日)
第86期

(平成18年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

　　簡便法によっております。

　　当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制

度(退職者の退職金の30％相当額を支給)及び退職一

時金制度をもうけております。

１　採用している退職給付制度の概要

同左

　 　

２　退職給付債務に関する事項

(1) 退職給付債務 △175,570千円

(2) 年金資産 38,167

(3) 未積立退職給付債務 △137,403

(4) 会計基準変更時差異の未処理額 124,720

(5) 退職給付引当金 △12,682

２　退職給付債務に関する事項

(1) 退職給付債務 △183,995千円

(2) 年金資産 44,991

(3) 未積立退職給付債務 △139,003

(4) 会計基準変更時差異の未処理額 112,248

(5) 退職給付引当金 △26,754

　 　

３　退職給付費用に関する事項

(1) 勤務費用 26,816千円

(2) 会計基準変更時差異の費用処理額 12,472

(3) 合計 39,288

３　退職給付費用に関する事項

(1) 勤務費用 23,416千円

(2) 会計基準変更時差異の費用処理額 12,472

(3) 合計 35,888

　 　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1) 会計基準変更時差異の金額 187,081千円

(2) 会計基準変更時差異の処理年数 15年

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

同左

　

　

　

１株当たり情報

　
第85期

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

第86期
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 48円17銭 １株当たり純資産額 52円83銭

１株当たり当期純利益 4円25銭 １株当たり当期純利益 ２円35銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

２円34銭

(注)　１株当たり当期純利益の算定上基礎

　

　
第85期

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

第86期
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

損益計算書上の当期純利益 (千円) 169,160 109,902

普通株式に係る当期純利益 (千円) 169,160 109,902

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 (千円) ― ―

普通株主に帰属しない金額 (千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数 (千株) 39,837 46,803
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当期中の発行株式数の増加

                      第85期
              (自　平成16年４月１日
               至　平成17年３月31日)

                       第86期
               (自　平成17年４月１日
                至　平成18年３月31日)

株主割当による新株式の発行
(1)発行株式数
      6,492,587株
(2)発行価格
　　 １株につき50円
(3)資本組入額
     １株につき25円
(4)資本組入額の総額
     162,314千円

株主割当による新株式の発行
(1)発行株式数
     8,140,789株
(2)発行価格
    １株につき60円
(3)資本組入額
    １株につき30円
(4)資本組入額の総額
     244,223千円

　

　

　

　

  新株予約権(ストックオプション)の状況

　　　　　　　　　　第85期
　　　　　　(自　平成16年４月１日
　　　　　　 至　平成17年３月31日)

　　　　　　　　　　　第86期
　　　　　　　(自　平成17年４月１日
　　　　　　　 至　平成18年３月31日)

(1)株主総会の特別議決日
     平成16年６月29日
(2)新株発行予定残数
     992,000株
(3)発行する株式の内容
     普通株式
(4)発行する株式の発行価格
     123円
(5)新株予約権の行使期間
     自　平成18年７月１日
     至　平成23年６月30日

(1)株主総会の特別議決日
     平成16年６月29日
(2)新株発行予定残数
     978,000株
(3)発行する株式の内容
     普通株式
(4)発行する株式の発行価格
     110円
(5)新株予約権の行使期間
     自　平成18年７月１日
     至　平成23年６月30日

― 7 ―


